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令和６年８月１日

特別養護老人ホーム悠楽園

「重要事項説明書」

当施設は契約締結後、ご利用者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の

概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。

※当施設への入所は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定

された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でも

入所は可能です。
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１．施設経営法人

（１）法人名       社会福祉法人 凌雲堂

（２）法人所在地     宮崎県宮崎市大字跡江２３６６番地

（３）電話番号       ０９８５－４７―５３７７

（４）ＦＡＸ番号    ０９８５－４８－３１１９

（５）代表者氏名     理事長 大野 和男

（６）設立年月日     昭和 50 年１月 17 日

当施設は介護保険の指定を受けています。

（宮崎県指定 第４５７０１００９１９号）
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２．利用施設

（１）サービスの種類   介護老人福祉施設 平成１２年２月１４日指定

宮崎県４５７０１００９１９号

（２）施設の概要

敷地面積 19,843.72 ㎡

建 物
（構造）

（延床面積）

鉄筋コンクリート平家建

4,304.54 ㎡

（３）施設の目的  当施設は、可能な限り居宅における生活への復帰を念頭において、入浴・

排泄･食事等の介護、相談及び援助、社会的生活を営む上での便宜の提

供、その他の日常生活上のお世話、健康管理及び療養上のお世話を行う

ことにより、ご利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むこ

とができるように支援することを目的とした施設です｡さらに家庭へ復帰する

場合には、居宅介護支援事業所への連絡など退所時の支援も行います｡

（４）施設の名称   特別養護老人ホーム 悠楽園

（５）施設の所在地 宮崎県宮崎市大字跡江 2366 番地

（６）電話番号      ０９８５－４７－５３７７

（７）ＦＡＸ番号  ０９８５－４８－３１１９

（８）施設長（管理者） 富岡 賢二

（９）当施設の運営方針 当施設は､全てのご利用者を尊重し、快適な生活を実現する為、最大

限努力することをここに約束します。

・ 人生の先輩であるご利用者に敬意を払い、真心の籠った対応を心がけます。

・ 高度で確実な介護のため、介護技術の研鑚に努めます。

・ ご利用者が何を望んでいるか常に考え、その実現に努力致します。

・ 要介護者の心身の状況などに応じて、入浴･排泄･食事の介助その他の生活全般

について援助を行います。

・ サービスの実施については、関係市町村、地域の保健・医療･福祉機関と密接な連

携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。

・ 当施設は、ご利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、職員に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとします。

・ 施設は、指定介護福祉施設サービスを提供するに当たっては、介護保険法第１１８

条２第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に行うよう努めるものとします。

（１０）開設年月日 昭和５０年３月１７日（平成１０年２月１日移転）

（１１）入所定員  ９１名
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３．居室の概要

当施設では、以下の居室をご用意しています。ご希望される居室の種類がある場合は、お申

し出ください。

（但し、ご契約者の心身の状況や居室の空き状況等により、ご希望に沿えない場合もあります。）

居室の種類 室 数

個 室 ４８室

４人室 １２室

合 計 ６０室

☆上記個室４８室のうち５室は短期入所生活介護になります。

☆居室の変更：ご契約者又は利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空

き状況により施設でその可否を決定します。また、ご利用者の心身の状況により居室を変更す

る場合があります。その際には､ご契約者及び利用者のご家族等と協議のうえ決定するものと

します｡

４．職員の配置状況・勤務体制

当施設では、ご利用者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。                      ※（ ）内は兼務

職 種 指定基準 常 勤 非常勤 主な業務内容

施 設 長 1 1 施設全体の管理統括

事 務 長 1 事務部門の統括

ケア管 理 部 長 （1） 看護・介護サービスの統括

主任生活相談員 1
相談援助業務

生 活 相 談 員 1 1 以上

介 護 長 （1） 介護に関する管理業務

看 護 職 員 3 3 以上 必要数
ご利用者の健康管理業務

服薬管理

介 護 職 員 29 29 以上 必要数 日常生活の介護業務

管 理 栄 養 士 1 1 以上 栄養管理業務

調 理 員 必要数 必要数 必要数 調理業務

介護支援専門員 1 （2）
介護サービス計画作成

更新手続き

機能訓練指導員 1 1
心身機能の維持・減退予防訓

練の実施

洗 濯 場 職 員 必要数 洗濯業務

事 務 職 員 必要数 必要数 必要数
経理業務・介護報酬等請求業

務

介 助 員 1 施設・設備等管理

嘱 託 医 必要数 必要数 必要数
内科・精神科診療

診療責任者（緊急時含む）

                          

  ※常勤・非常勤の配置人数は、入退職の関係により多少変動することがあります。
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<主な職種の勤務体制>

職種 勤務体制

施 設 長

事 務 長

ケ ア 管 理 部 長

生 活 相 談 員

介 護 長

介 護 支 援 専 門 員

事 務 職 員

介 助 員

月～金（8：15～17：00）

※祝日、年末年始を除く

看 護 職 員

※標準的な時間帯における最低配置人数       

早 出

日 勤

07：30～16：30

08：00～17：00

１～２名

１～２名

遅 出 1 09：00～18：00 １～２名

遅 出 2 09：30～18：30 １～２名

※その日の状況により各勤務の人員は異なります。

介 護 職 員

※標準的な時間帯における最低配置人数

早 出 07：00～16：00 ５名

日 勤 07：30～16：30 ４名

遅 出１ 10：00～19：00 ３名

遅 出２ 10：30～19：30 ５名

夜 勤 16：00～09：30 ４名

調 理 員

早 出

日 勤      

遅 出

06：00～14：30

08：30～17：00

10：30～19：00

１～２名

１～３名

１～２名

嘱 託 医
（内 科） 毎週火曜日（14:00～16：00）

（精神科） 月 2 回不定期（13：00～14：00）

５．当施設が提供するサービスと利用料金

当施設では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。

当施設が提供するサービスについて、

（１）当施設が提供する基準介護サービス（契約書第 3 条参照）

以下のサービスについては、居住費、食費を除き通常９～７割が介護保険から給付されます。

（１）料金が介護保険から給付される場合

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合があります。
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＜サービスの概要＞

①居室の提供

当施設では下記の４人室、個室の居室をご用意しています｡

②食事

・ 当施設では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご利用者の身体の

状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。

・ ご利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則としていま

す。

（食事時間）

  朝食：８：００～９：００     昼食：１２：００～１３：００     夕食：１７：３０～１8：3０

③入浴

・ 入浴又は清拭を週に最低２回行います。

・ 個人浴がご利用できない身体状況のご利用者は、機械浴槽をご用意しています。但し、

ご利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。

④排泄

・ 排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。

⑤施設サービス計画の立案

・ ご利用者に関わるあらゆる職種の職員の協議によって作成します。ご利用者とご家族の希

望を十分に取り入れ、同意を得たうえで決定いたします。

⑥機能訓練

・ ご利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復又はその減退

を防止するための訓練を行います。

⑦相談及び援助

・ ご利用者とそのご家族からのご相談に応じます｡在宅復帰へ向けて、住宅改修や福祉機器

等のアドバイス、介護方法の指導助言を行います｡お気軽に各職員までご相談ください｡

相談対応時間：月～金（祝日・年末年始は除く）8：15～17：00

         ※相談員不在時は、ケア管理部長・介護長が対応

場      所：相談室（浴室横）

⑧健康管理

・ 医師や看護職員が、健康管理を行います｡

⑨その他 自立への支援

・ 寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。

・ 生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。

・ 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容（口腔ケア・鬚剃りなど）が行われるよう援助し

ます。
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<サービス利用料金>（契約書第 5 条参照）

別紙の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

費額を除いた金額（自己負担額）と食事・居住費に係る自己負担額の合計金額をお支払いいた

だきます。（サービスの利用料金は、ご利用者の要介護度に応じて異なります。）

料金については、別紙料金表-１を参照ください。

☆ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお

支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い

戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行うために必要

となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を

変更します。

☆居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、介護保険負担限

度額認定証に記載されている負担限度額とします。

☆介護給付サービス加算について

  料金については、別紙料金表-２を参照ください。

※ご利用者が入院・外泊期間中において居室が当該ご利用者のために確保されている場合は、

引き続き居住費の対象となります。但し、当該ご利用者が第 1 から 3 段階の方は、6 日までは

負担限度額認定の適用が受けられますが、7 日目からは別途料金（居室代）が発生します。

別紙料金表-３をご参照ください。

（契約書第 18 条、第 21 条参照）
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◇ 当施設の居住費・食費の負担額

世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておら

れる方の場合は、施設利用の居住費・食費の負担が軽減されます。

R6.8.1～当施設の居住費・食費の負担額 （日額）                        〔単位：円〕

※年金収入額は老齢年金などの課税年金だけではなく、非課税年金（遺族年金、障害年金）

を含むが恩給は対象外

※65 歳未満の人は、収入に関係なく預貯金等の合計は、1,000 万円（夫婦 2,000 万円）以下

☆実際の負担額は、日額で設定されます。別紙料金表-３を参照ください。

※外泊、外出、入院、退院で朝・昼・夕のうち１回でも食事をとられた場合は、1 日の食事負担とな

ります。

対 象 者 区 分

居住費（居住の種類により異

なります）
食 費

多床室

（4 人部屋）
従来型個室

生活保護受給者 利用者負

担段階１
０ 380 300

市町村

民税非

課税世

帯全員

が

本人の年金収入額+その他の

合計所得額が年額 80 万円以

下の方

かつ預貯金等の合計 650 万円

（夫婦 1,650 万円）以下

利用者負

担段階２
430 480 390

本人の年金収入額+その他の

合計所得額が年額 80 万円超

120 万円以下

かつ預貯金等の合計が 550 万

円（夫婦は 1,550 万円）以下

利用者負

担段階３

①

430 880 650

本人の年金収入額+その他の

合計所得額が年額 120 万円超

かつ預貯金等の合計が 500 万

円（夫婦は 1,500 万円）以下

利用者負

担段階３

②
430 880 1,360

世帯に課税者がいる者

市町村民税本人課税者

利用者負

担段階４
915 1,231 1,700
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（２）（１）以外のサービス（契約書第 4 条、第 5 条参照）

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。

<介護保険給付の対象とならないサービス>

料金は別紙料金表-４を参照ください。

①理美容サービス

施設内で理美容サービスがご利用できます。

  ②クリーニング

クリーニングを必要とする衣類等を出される場合は、ご相談下さい。

③レクリエーション、クラブ活動

ご利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動（音楽クラブ）に参加していただくこ

とができます。

※クラブ活動は、月 2 回実施いたします。

  ④健康管理費用

      予防接種にかかわる費用については実費負担となります。

⑤日常生活上必要となる諸費用実費

日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用で、ご利用者に負担いた

だくことが適当であるものにかかる費用は実費負担していただきます｡但し、オムツ代は

介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありません｡

⑥家電機器等の持込にかかる費用

  お部屋に電化製品を持ち込むことができます。

ご使用電気製品にかかる電気代については実費負担となります。

⑦出納管理費用

  ご契約者の希望により貴重品管理サービスをご利用いただけます。

  出入金の状況は出納帳を作成し、月に１回契約者へ写しを交付いたします。

⑧行事にかかわる諸費用          実費相当

※場合によっては、付添の職員の費用を負担していただくことがあります。

⑨外出支援に関わる送迎や入所、退院時の送迎費用

外出、外泊時等の送迎サービスを実施いたします。

※送迎車の運行予定によっては、ご要望にお応えできない時があります。

     その際は、福祉タクシー等のご利用をお願いいたします。

⑩出張売店のご利用について

第 3 木曜日、（10：00～11：00）、出張売店のご利用ができます｡

⑪コピーサービス

    ご利用者・ご家族よりコピーを希望される時は、コピー代をご負担いただきます。

⑫複写物の交付

ご利用者・ご契約者等は、サービス提供についての記録物を必要時閲覧できます。

尚、 複写物を必要とする場合にはコピー代をご負担いただきます。
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⑬契約書第 19 条に定める所定の料金

ご利用者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から

居室が明け渡された日までの期間に係る料金を負担していただきます。

    別紙料金表-4 を参照ください。

☆経済状況の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあり

ます。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2 か月前までにご説

明します。

☆ご利用者に関わる行政手続きについては、ご家族等の方にお願いいたしますが、やむをえな

い事情により出来ない場合には相談室へお申し出下さい｡

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第 5 条参照）

利用料金につきましては、１か月毎に計算し、毎月１２日頃までに前月分の請求書を発行

しますので、その月の２２日頃までに入所申込時指定された銀行口座より引き落としさせていた

だきます｡尚、１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は利用日数に基づいて計

算した金額とします｡

（４）入所中の医療の提供について

   当施設では、下記の医療機関や歯科診療所に協力頂き、ご利用者の状態が急変した場合

等には、速やかに対応をお願いするようにしています｡

①協力医療機関

医療機関の名称 所在地 電話番号

生目台カリヨンクリニック 宮崎市生目台東 4-6-1 0985-77-7501

潤和会記念病院 宮崎市大字小松 1119 番地 ０985-47-5555

ウエダメンタルクリニック 宮崎市吉村町南田甲 1086-1 0985-88-1144

宮崎若久病院 宮崎市福島町寺山 3147 番地 0985-51-1548

②協力歯科医療機関

医療機関の名称 所在地 電話番号

潤和会くすの木歯科 宮崎市大字小松 1133 番地 1 1 階 0985-62-3250

小村歯科医院 宮崎市船塚２丁目 180－1 0985-24-5433

※尚、緊急の場合には「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します｡

※入所時、ご利用者の介護保険被保険者証・老人医療受給者証・健康保険証を当施設にて

預からせて頂きます｡尚、期限が切れ更新された場合は、当施設までお届けください｡

※当施設は、入院治療の必要のない要介護の対象者に入所いただいておりますので、医師は

嘱託医となります｡看護職員も配置いたしておりますので、ご利用の状況に照らして適切な医

療･看護を行ってまいりますが、専門的な医療･看護が必要と判断された場合は、協力医療

機関等に受診又はご入院いただきます｡
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６．施設を退所していただく場合（契約の終了について）（契約書第 13 条参照）

当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由

がない限り、継続してサービスをご利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに

至った場合には、当施設との契約は終了し、ご利用者に退所していただくことになります。  

①事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合

②施設の滅失や重大な毀損により、ご利用者に対するサービスの提供が不可能になった場

合

③当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合

④ご契約者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。）

⑤事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。）

（１）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第 14 条、第 15 条参照）

  契約の有効期間であっても、ご契約者から当施設からの退所を申し出ることができます。

その場合には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。但し、以

下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合

②ご利用者が入院された場合

③事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サ

ービスを実施しない場合

④事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合

⑤事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご利用者の身体・財物・信用

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認

められる場合

⑥他のご利用者がご利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける

恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合
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（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第 16 条参照）

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。

①ご契約者及びご利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要

事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが 2 か月以上遅延し、相当期間

を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合

③ご契約者又はご利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事

者もしくは他のご利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不

信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた

場合

④ご利用者が連続して 3 か月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる

場合もしくは入院した場合

⑤ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合、もしくは介護療養型医療施

設、介護医療院に入院した場合

  

＊ご利用者が病院等に入院された場合の対応について＊（契約書第 18 条参照）

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の

通りです。

上記、短期入院の期間を超える入院については、３か月以内に退院された場合には、退院後

再び施設に入所することができます。但し、入院時に予定された退院日よりも早く退院した

場合等、退院時に施設の受入準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活介護

の居室等をご利用いただく場合があります。尚、短期入院の期間内は、上記利用料金をご負

担いただきます。※６ページを参照ください。

②上記期間を超える入院の場合

３か月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場合は、

当施設に再び優先的に入所することはできません。

③３か月以内の退院が見込まれない場合

１か月につき６日以内（連続して７泊、複数の月にまたがる場合は１２泊）の短期入院の場

合は、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院期間中であっても、所定の利

用料金をご負担いただきます。介護給付サービス加算別紙料金表-２をご参照ください。

①検査入院等、短期入院の場合
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＜入院期間中の利用料金＞

上記、入院期間中の利用料金については、介護保険から給付される費用の一部をご負担

いただくものです。

尚、ご利用者がご利用されていたベッドを短期入所生活介護に活用することに同意いただく

場合には、所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。

（３）円滑な退所のための援助（契約書第 17 条参照）

  ご利用者が当施設を退所する場合には、ご契約者又はご利用者の希望により、事業者は

ご利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下

の援助を速やかに行います。

○適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介

○居宅介護支援事業者の紹介

○その他、保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介

７．残置物引取人（契約書第 20 条参照）

契約締結に当たり、身元引受人をお願いすることはありません。

但し、入所契約が終了した後、当施設に残されたご利用者の所持品(残置物)をご契約者自

身が引き取れない場合に備えて、「残置物引取人」を定めていただきます。

当施設は、｢残置物引取人｣に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。また、引渡し

にかかる費用については、ご契約者又は残置物引取人にご負担いただきます。

※入所契約締結時に残置物引取人が定められない場合であっても、入所契約を締結すること

は可能です。

８．苦情の受付について（契約書第 22 条参照）

（１） 当事業所における苦情の受付け

  当事業所における、苦情やご相談は以下の専用窓口（47-5377）で受付けます｡

・ 苦情受付窓口（担当者）

〔職名〕主任生活相談員   山 下  祐

・ 受付時間

毎週月曜日～金曜日（土・日・祝日を除く） 8：15～17：00

また、苦情受付ボックス「声」を玄関・ロビーに設置しています。

（２）第三者委員の配置について

   苦情解決に社会性や客観性を確保し、ご利用者の立場を考慮して下記の方を第三者委員

としてお願いしています。

    ・竹 下 巧 氏：元悠楽園家族会会長              090-4489-1319

    ・瀬野ちす氏：生目地区民生児童委員協議会会長     0985-47-9140
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（３）行政機関その他苦情受付機関

宮崎市介護保険課

（所 在 地）宮崎市橘通西１丁目１―1

（電話番号）（0985）21-１７７７

（受付時間）8：30～17：00

国民健康保険団体連合会

介護サービス相談窓口

（所 在 地）宮崎市下原町 231－1

（電話番号）（0985）35-5301

（受付時間）8：30～17：00

宮崎県社会福祉協議会

宮崎県福祉サービス

    運営適正化委員会

（所 在 地）宮崎市原町 2－22

（電話番号）（0985）60-0822

（受付時間）8：30～17：00

宮崎市大塚台・生目台地区

地域包括支援センター

（所 在 地）宮崎市大塚台西２丁目 18－1

（電話番号）（0985）62-3671

（受付時間）8：30～17：00

宮崎市生目・小松台地区

地域包括支援センター

（所 在 地）宮崎市大字浮田 3000 番地 1

（電話番号）（0985）62-3855

（受付時間）8：30～17：00

（４）苦情処理体制について

   別紙「苦情処理体制フロー図」を参照ください。

９．重要事項説明書付属文書

（１）契約締結からサービス提供までの流れ（契約書第 2 条参照）

ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成

する「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。

｢施設サービス計画（ケアプラン）｣の作成及びその変更は次の通り行います。

    

②その担当者は施設サービス計画の原案について、ご利用者・ご契約者等

に対して説明し、同意を得たうえで決定します。

③施設サービス計画は、６か月、もしくはご利用者・ご契約等の要請に

応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合に

は、ご利用者・ご契約者と協議して、施設サービス計画を変更します。

④施設サービス計画が変更された場合には、ご利用者・ご契約者に対して

書面を交付し、その内容を確認していただきます。

①当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の原案

作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。
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（２）サービス提供における事業者の義務（契約書第 7 条、第 8 条参照）

当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するに当たって、次のことを守ります。

①ご利用者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。

②ご利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご利用者又はご契約者等から聴取・確認します。

③利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介

護認定の更新の申請のために必要な援助を行います。

④利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管する。

⑤ご利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わないよう努めま

す。但し、ご利用者又は他のご利用者等の生命、身体を保護するために緊急や

むを得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束

する場合があります。

⑥事業者の職員又は職員であった者は、サービスを提供するに当たって知り得た

ご利用者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しませ

ん。（守秘義務）

但し、ご利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に心身

等の情報を提供します。

また、ご利用者の円滑な退所のための援助を行う際には、あらかじめ文書にて、

ご契約者又はご利用者の同意を得ます。

（３）施設利用の留意事項

当施設のご利用に当たって、施設に入所されているご利用者の共同生活の場としての快

適性、安全性を確保する為、下記の事項をお守りください｡

【 面 会 】… 原則的には、8：30～20：30 となりますが、届け出をいただ

く事で、それ以外の時間でも面会は可能です｡

尚、閉門施錠時間は、21：00 となります｡

※ 来訪者は必ずｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝにて面会用紙にご記入の上、面会をお願いします｡

【 外 出 ・ 外 泊 】… 外出･外泊をされる場合は、事前に申し出ていただき所定の

届出用紙にご記入の上、ご提出ください。

【 飲 酒 ･ 喫 煙 】… 飲酒は食堂でお願いいたします。喫煙は原則禁止いたします。

【 火 気 の 取 扱 】… 原則禁止いたします｡

【所持品・備品の持ち込み】… 防災･防犯上から、制限させていただくことがありますので、

ご相談下さい。

【金銭･貴重品等の管理】…  ご希望により、お預かりいたします｡特に金銭の預かりにつ

いては、紛失・盗難等の防止対策として当施設の指定する金

融機関の通帳を開設していただき、管理させていただきます。

【施設ご利用中の入院等について】… 入院費・外来受診時の一部負担金については、自己負担とな

ります｡

尚、入院･外泊時に関わるオムツ代についても、入院･外泊初

日及び最終日を除き、ご家族等にてご用意ください｡
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【 宗 教 活 動 】… 布教活動など、それに類する活動（政治活動･販売活動等）

は禁止いたします｡

【ペットの持ち込み】… 感染症予防のため原則禁止いたします｡

【 消 灯 時 間 】… ２１:００となっておりますので、ご協力をお願いします｡

【施設･設備の使用上の注意】… 施設内の居室や設備･器具は本来の用法に従ってご利用くだ

さい。これに反したご利用により破損等が生じた場合には、

ご利用者に自己負担していただき、原状に復していただくか、

又は、相当の代価をお支払いただく場合があります｡

【 職 員 に 対 す る 謝 礼 】… 職員に対する謝礼は一切お断りいたします。

（４）虐待防止について

   当施設は、ご利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を

講じます。虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事が

できるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について職員に周知徹底に努めま

す。

（５）身体拘束について

   当施設においては、ご利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わない

よう努めます。但し、ご利用者又は、他のご利用者等の生命・身体を保護する為に緊急やむを

得ない場合には、ご利用者又は、ご家族に十分な説明を行い、同意の上、安全確保等の処

置をとる場合があります。

（６）事故発生時の対応・損害賠償

当施設において発生したいかなる介護事故に対しても、適切な処置を行うとともに、速やか

にご家族、保険者に対し連絡を行います。

なお、事業者の故意･重過失が認められる場合に限り事業者がその損害を賠償いたします｡

また、守秘義務に違反した場合も同様とします。

但し、その介護事故について、事業者に故意又は重過失が認められる場合を除き、

損害賠償責任を負いません｡

（７）非常災害対策

   火災及び地震その他の災害の発生に際して、消火救護避難その他被害を最小にとどめる

ための組織設備及び訓練について、定期的避難搬出等の必要な訓練を実施します。

・ 防災設備 … スプリンクラー・消火器

・ 防災訓練 … 年２回
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（８）業務継続計画の策定

   当施設は、感染症や非常災害の発生時において、ご利用者に対する指定介護福祉施設

サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

（９）衛生管理等

   当施設は、ご利用者の使用する食器その他の設備又は飲用する水について、衛生的な管

理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるとともに、医療品及び医療器具の管理を適正に行

います。当施設は、感染症又は食中毒が発生、又は蔓延しないよう措置を講じます。

（１０）第三者評価実施状況

第三者による 実施日

評価の実施状況 1   あり 評価機関名称

結果開示 1 あり    2 なし

2   なし

（１１）その他

当施設の概要については、パンフレットをご用意しておりますので事務室にご請求

ください｡
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10．個人情報に関する基本方針

社会福祉法人 凌雲堂 （以下、「法人」という）は、利用者等の個人情報を適切に取り扱うこと

は、介護サービスに携わるものの重大な責務と考えます。

法人が保有する利用者等の個人情報に関し適正かつ適切な取扱いに努めるとともに、広く社

会からの信頼を得るために自主的なルール及び体制を確立し、個人情報に関連する法令その

他関係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、個人情報の保護を図ることをここに宣言し

ます。

記

（１）個人情報の適切な取得、管理、利用、開示、委託

① 個人情報の取得に当たり、利用目的を明示した上で、必要な範囲の情報を取得し、利用

目的を通知又は公表し、その範囲内で利用します。

② 個人情報の取得・利用・第三者提供に当たり、本人の同意を得ることとします。

③ 法人が委託をする医療・介護関係事業者は、業務の委託に当たり、個人情報保護法と厚

生労働省ガイドラインの趣旨を理解し、それに沿った対応を行う事業者を選定し、かつ個

人情報に係る契約を締結した上で情報提供し、委託先への適切な監督をします。

（２）個人情報の安全性確保の措置

① 法人は、個人情報保護の取り組みを全役職員等に周知徹底させるために、個人情報に

関する規則類を整備し、必要な教育を継続的に行います。

② 個人情報への不正アクセス、個人情報の漏えい、滅失、又はき損の予防及び是正のた

め、法人内において規則類を整備し、安全対策に努めます。

（３）個人情報の開示・訂正・更新・利用停止・削除、第三者提供の停止等への対応

法人は、本人が自己の個人情報について、開示・訂正・更新・利用停止・削除、第三者提供

の停止等の申し出がある場合には、速やかに対応します。これらを希望される場合には、個

人情報相談窓口（電話 0985－47－5377）までお問い合わせください。

（４）苦情の対応

法人は、個人情報取扱に関する苦情に対し、適切かつ迅速な対応に努めます。
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11．個人情報の利用目的

社会福祉法人凌雲堂 特別養護老人ホーム悠楽園では、個人情報保護法及び利用者の権利

と尊厳を守り安全管理に配慮する「個人情報に関する基本方針」の下、ここに利用者の個人情報

の「利用目的」を公表します。

【ご利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】

（１）施設内部での利用目的

  ① 施設がご利用者等に提供する介護サービス

  ② 介護保険事務

  ③ 介護サービスの利用にかかる施設の管理運営業務のうち次のもの

・ 入退所等の管理

・ 公租公課等の充当、会計・経理・請求のための事務

・ 介護事故、緊急時等の報告

・ 当該利用者の介護・医療サービスの向上

・ 悠楽園家族会への情報提供

・ ご利用者の取違を防止する為居室にご利用者のお名前を掲示

・ ご利用者が快適に過ごしていただくための工夫として行事等の写真掲載

（２）他の介護事業者等への情報提供を伴う利用目的

① 施設がご利用者等に提供する介護サービスのうち

・ 居宅介護支援事業所等との連携、照会への回答

・ その他の業務委託

・ ご利用者の診療等に当たり、外部の医師の意見・助言を求める場合

・ ご家族等への心身の状況説明

② 介護保険事務のうち

・ 保険事務の委託（一部委託含む）

・ 審査支払い機関へのレセプトの提出

・ 審査支払い機関又は保険者からの照会への回答

③ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等

【上記以外の利用目的】

（１）施設内部での利用に係る利用目的

① 施設の管理運営業務のうち次のもの

・ 介護サービスや業務の維持・改善の基礎資料

・ 施設等において行われる学生等の実習への協力

・ 施設において行われる事例研究等

（２）他の事業者等への情報提供に係る利用目的

  ① 施設の管理運営業務のうち

       ・ 外部監査機関、評価機関等への情報提供

       ・ 加工食材等の発注、納品等に係る情報提供

なお、あらかじめご利用者本人の同意を得ないで、利用目的の必要な範囲を超えて個人情報

を取り扱うことは致しません。
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別紙料金表-1

介護福祉施設サービス費

要介護度 １日の単位数 負担割合 1 日自己負担額 月額自己負担額

要介護１ 589 単位

1 割 589 円 17,670 円

２割 1,178 円 35,340 円

3 割 1,767 円 53,010 円

要介護２ 659 単位

１割 659 円 19,770 円

２割 1,318 円 39,540 円

３割 1,977 円 59,310 円

要介護３ 732 単位

１割 732 円 21,960 円

２割 1,464 円 43,920 円

３割 2,196 円 65,880 円

要介護４ 802 単位

１割 802 単位 24,060 円

２割 1,604 円 48,120 円

３割 2,406 円 72,180 円

要介護５ 871 単位

１割 871 円 26,130 円

２割 1,742 円 52,260 円

３割 2,613 円 78,390 円
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別紙料金表-2

＜介護給付サービス加算について＞※高額介護サービス費対象

加 算 項 目 内     容

初期加算
新規入所及び 1 か月以上の入院後、再び入所された場合３０日間において加

算されます                     30 円/日

入院・外泊時加算
入院及び外泊された場合 6 日を限度として加算されます

※但し入院・外泊の初日及び末日のご負担はありません     246 円/日

栄養マネジメント

強化加算

規定数の管理栄養士を配置し、栄養状態に問題のある利用者に対して医師他

関係職種が共同して栄養計画を作成し栄養問題の早期対応を行う

利用者ごとの栄養状態等の情報提供を厚生労働省に提出している

11 円/日

療養食加算
医師の指示に基づく療養食を提供した場合（1 日 3 食を限度として）

                          ６円/食

再入所時栄養連携加算

栄養に関する指導又はカンファレンスに同席※し、医療機関の管理栄養士と

連携して、二次入所後の栄養ケア計画を作成し加算されます

※医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有す

る腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常

症食、痛風食、嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及

び特別な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）   200 円/回

口腔衛生管理加算

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が月２回以上口腔ケアを行う

歯科衛生士が介護職員へ具体的な技術助言及び指導を行うとともに必要に

応じて相談への対応を行う

入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る計画内容の情報を厚生労働省に提出

している                        110 円/月

配置医師緊急時対応加算

配置医師が施設の求めに応じ早朝・夜間または深夜に施設を訪問し入所者に

診療を行った場合

早朝・夜間及び深夜を除く                325 円/回

早朝（6:00～8:00）・夜間（18:00～22:00）    650 円/回

深夜（22:00～6:00）               1,300 円/回

看取り介護加算（Ⅰ）

医師が終末期にあると判断した入所者について医師及び看護師、介護職員が

共同して、看取り介護を行った場合

死亡日以前 31 日以上 45 日以下                              72 円/日

死亡日以前４日以上３０日以下          144 円/日

死亡日以前 2 日または 3 日                680 円/日

死亡日                      1,280 円/日

認知症専門ケア加算（Ⅰ）

認知症を有する入所者が 1/2 以上で、専門的な研修を終了した者を一定数

配置し認知症にケアに関する留意事項の伝達または技術指導を定期的に実

施した場合                      3 円/日

褥 瘡 マ ネ ジ メ ン ト 加 算

（Ⅰ）

入所者ごとに褥瘡の発生と関連リスクについて 3 か月に 1 回評価を行い、結

果等の情報を厚生労働省に提出、褥瘡発生リスクのある入所者ごとに医師、

看護師、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して褥瘡ケア

計画を作成し褥瘡管理を行い 3 か月に 1 回以上入所者ごとに褥瘡ケア計画

を見直している                      3 円/月
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褥 瘡 マ ネ ジ メ ン ト 加 算

（Ⅱ）

褥瘡の認められた入所者等について、当該褥瘡が治癒したこと、又は入所時

に褥瘡発生リスクがあるとされた入所者について褥瘡の発生がない

                           13 円/月

排泄支援加算（Ⅰ）

排泄介護を要する入所者ごとに要介護状態の軽減の見込みについて、医師、

看護師が少なくとも 3 月に 1 回評価を行い、結果等の情報を厚生労働省に

提出、評価結果で適切な対応を行うことにより要介護状態の軽減が見込まれ

る入所者について医師、看護師等が共同で支援計画を作成。支援を継続して

実施し支援計画を 3 月に 1 回見直しを行っている       10 円/月

排泄支援加算（Ⅱ）

適切な対応を行うことにより要介護状態の軽減が見込まれる入所者が入所

時と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、い

ずれにも悪化が見られていない。利用開始時に尿道カテーテルが留置されて

いた者について、尿道カテーテルが抜去されたこと。又はおむつ使用ありか

らおむつ使用なしに改善している。            15 円/月

排泄支援加算（Ⅲ）

適切な対応を行うことにより要介護状態の軽減が見込まれる入所者が入所時

と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いず

れにも悪化が見られていない。利用開始時に尿道カテーテルが留置されてい

た者について、尿道カテーテルが抜去されたこと。かつおむつ使用ありから

おむつ使用なしに改善している。               20 円/月

自立支援促進加算

医師が 3 月に 1 回入所者ごとに自立支援に係る医学的評価を入所時に行い、

3 月に 1 回以上評価の見直しを行う。評価結果の情報を厚生労働省に提出を

行う。

医学的評価の結果、自立支援促進の対応が必要だとされた入所者ごとに医

師、看護師等が共同して支援計画を策定しケアを実施している。

医学的評価に基づき 3 月 1 回支援計画を見直すこと

医師が自立支援計画等の策定参加していること       280 円/月

科学的介護推進体制加算
日常生活、栄養状態、口腔機能、認知症、心身の状況、疾病の状況等に関す

る情報を厚生労働省に提出を行う              50 円/月

安全対策体制加算

事故発生・再発防止するための措置を適切に実施するための担当者が配置さ

れ、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整

備されていること                 20 円/入所日のみ

サービス提供体制

強化加算

Ⅰ介護職員総数の 80％以上が介護福祉士の資格を所持している場合

又は勤続 10 年以上の介護福祉士の割合 35％

質の向上に資する取り組みを実施している      22 円/日

Ⅱ介護職員総数の 60 以上％が介護福祉士の資格を所持している場合

18 円/日

Ⅲ介護職員総数の 50 以上％が介護福祉士の資格を所持、または介護職員・

看護職員の総数のうち常勤職員及び割合が 75％以上、もしくはサービス

を直接提供する職員の総数のうち勤続 7 年以上の割合が 30％以上   

6 円/日

日常生活継続支援加算

①新規入所者のうち要介護４・５の割合が７０％以上であること

②新規入所者のうち認知症日常生活自立度Ⅲ以上の割合が６５％以上であ

ること

③たん吸引等の医療行為の必要とする入所者の割合が 15％以上であること

④介護福祉士・社会福祉士の数 16 名以上配置        36 円/日

※日常生活継続支援加算を算定した場合にはサービス提供体制強化加算は

算定できない
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看護体制加算

※（Ⅰ）（Ⅱ）

同時算定可能

（Ⅰ）常勤の看護師を１名以上配置            ４円/日

（Ⅱ）最低基準数より 1 名以上上回って配置し、２４時間の連絡体制を確保

している場合                   ８円/１日

夜勤職員配置加算

夜勤を行う職員数が、最低基準（４名）を１名以上上回って配置しているこ

とに加えて夜勤時間帯を通して喀痰吸引等の実施できる介護職員を配置し

ている場合                      16 円/日

生活機能向上連携加算
自立支援・重度化防止するため施設外のリハビリテーション専門職と連携し

機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を実施した場合 100 円/月

個別機能訓練加算（Ⅰ）
個別機能訓練計画に基づき計画的に行った機能訓練についての加算

12 円/日

個別機能訓練加算（Ⅱ）
個別機能訓練計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し機能訓練に必要な

情報を活用している                    20 円/月

ADL 維持等加算

食事、移乗動作、トイレ動等の日常生活の状況の情報を 6 月に 1 回厚生労

働省に提出し日常生活の改善状況により月 30 円もしくは月 60 円が加算さ

れる

若年性認知症受入加算
若年性認知症患者（４０歳以上６５歳以下）を受け入れ、本人やその家族の

希望を踏まえた介護サービスを提供した場合      120 円/日

精神科療養指導加算
月に２回以上精神科医師より定期的な療養指導が行われる体制に対する加

算                                                        ５円/日

特別通院送迎加算

透析を要する入所者で、家族や病院等による送迎が困難である等やむを得な

い事情があるものに対して、1 月に 12 回以上通院送迎を行った場合に加算

                             594 円/月

協 力 医 療 機 関 連 携 加 算

（Ⅰ）
右記の要件を満たす場合

①医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること

②高齢者施設等から診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を

常時確保していること

③入所者等の病状が急変した場合等において、入院を要すると認められた入

所者等の入院を原則として受け入れる体制を確保していること

※協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の

情報を共有する会議を定期的に開催していることで加算されます

                   100 円/月（令和 6 年度）

                    50 円/月（令和 7 年度～）

協 力 医 療 機 関 連 携 加 算

（Ⅱ）

※協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の

情報を共有する会議を定期的に開催していること     5 円/日

退所時情報提供加算

医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者等

を紹介する際、入所者等の同意を得て、当該入所者等の心身の状況、生活歴

等を示す情報を提供した場合に、入所者等１人につき１回に限り算定

250 円/回
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高齢者施設等感染対策向

上加算（Ⅰ）

①第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体

制を確保していること

②協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の

対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機関等と連携し

適切に対応していること

③診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届

出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感染対策に関

する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること   10 円/月

高齢者施設等感染対策向

上加算（Ⅱ）

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年

に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を

受けていること                       ５円/月

新興感染症等施設療養費

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、

診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入

所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行っ

た場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定

※ 現時点において指定されている感染症はない       240 円/日

認知症チームケア推進加

算（Ⅰ）

①入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする

認知症の者の占める割合が２分の１以上

②認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症介護

に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプ

ログラムを含んだ研修を修了した者を１名以上配置し、複数人の介護職員

から成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいること

③対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、そ

の評価に基づく値を測定し、認知症の行動・心理症状の予防等に資するチ

ームケアを実施していること

④認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファ

レンスの開催、計画の作成、認知症の行動・心理症状の有無及び程度につ

いての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を行っていること                                         

150円/月
※認知症専門ケア加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している場合においては、算定不可

認知症チームケア推進加

算（Ⅱ）

①（Ⅰ）の①、③及び④に掲げる基準に適合すること

②認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修

を修了している者を１名以上配置し、複数人の介護職員から成る認知症の

行動・心理症状に対応するチームを組んでいること。    120 円/月
※認知症専門ケア加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している場合においては、算定不可

個別機能訓練加算（Ⅲ）

① 個別機能訓練Ⅱを算定していること

② 口腔衛生管理加算（Ⅱ）、栄養マネジメント強化加算を算定していること

③ リハビリテーション実施計画等の内容について、リハビリテーション・機

能訓練、口腔、栄養の情報を関係職種の間で一体的に共有すること。そ

の際、必要に応じて LIFE に提出した情報を活用していること

④ 共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画または個別機能訓練計に

ついて必要な見直しを行い、関係職種に対し共有していることで加算され

ます。※加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）は併算定可         20 円/月

退所時栄養情報連携加算
管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者の栄養管理に関する情

報を提供する。１月につき１回を限度として所定単位数を算定  70 円/回
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介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ）

経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上配置していることを要

件とし、所定単位数に加算率１４．０％を乗じた単位数が加算されます

生産性向上推進体制加算

（Ⅱ）

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性

向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。見守り機

器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。１年以内ごとに１回、業

務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行

うことで加算されます                 10 円/月

生産性向上推進体制加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）の要件を満たし、見守り機器等のテクノロジーを複数導入し、職員間

の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っていること。

１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オン

ラインによる提出）を行うことで加算されます。      100 円/月

経口維持加算（Ⅰ）

摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して実施。医師、歯科医

師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入

所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、

経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成。計画に

従い、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理

を行った場合に、1 月につき所定単位数を加算する      400 円/月

経口維持加算（Ⅱ）

協力歯科医療機関を定めている施設が、経口維持加算(Ⅰ)を算定している場

合、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及

び会議等に、医師、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が 1 名以上加わっ

た場合に算定されます                   100 円/月
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別紙料金表-3

＜居住費・食費の負担額について＞ ※高額介護サービス費対象外

○個 室（R6.8.1～）                     

利用者負担限度額段階 居住費（日額） 食 費（ 日 額 ） 月額負担額（３０日）

第１段階 ３８０円 ３００円 ２０，４００円

第２段階 ４８０円 ３９０円 ２６，１００円

第３段階① ８８０円 ６５０円 ４５，９００円

第３段階② ８８０円 １，３６０円 ６７，２００円

第４段階 １，２３１円 １，７００円 ８７，９３０円

○多床室（R6.8.1～）

利用者負担限度額段階 居住費（日額） 食  費（日額） 月額負担額（３０日）

第 １ 段 階 ０円 ３００円 ９，０００円

第 ２ 段 階 ４３０円 ３９０円 ２４，６００円

第 ３ 段 階 ① ４３０円 ６５０円 ３２，４００円

第 ３ 段 階 ② ４３０円 １，３６０円 ５３，７００円

第 ４ 段 階 ９５１円 １，７００円 ７９，５３０円
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別紙料金表-４

＜介護保険給付外サービス利用料金について＞

項 目 単 位 費 用 負 担 額

① 理 美 容 サ ー ビ ス 1 回
男性 1,800 円～2,600 円

女性 1,980 円～10,580 円

② ク リ ー ニ ン グ サ ー ビ ス 1 枚 かかった費用の額

③ レ ク リ エ ー シ ョ ン (趣 味 ) かかった費用の額

音 楽 ク ラ ブ 1 回 100 円

⑤ イ ン フ ル エ ン ザ 予 防 接 種 1 回 かかった費用の額

肺 炎 球 菌 1 回 かかった費用の額

そ の 他 の 予 防 接 種 1 回 かかった費用の額

⑤ 日 用 品 1 個 かかった費用の額

⑥ テ レ ビ 電 気 代 1 日 20 円

ラ ジ オ ・ カ セ ッ ト 電 気 代 1 日 20 円

電 気 毛 布 電 気 代 1 日 30 円

冷 蔵 庫 電 気 代 1 日 30 円

パ ソ コ ン 電 気 代 1 日 30 円

加 湿 器 電 気 代 1 日 １０円

冷 風 機 電 気 代 1 日 80 円

温 風 機 電 気 代 1 日 160 円

⑦ 出 納 管 理 費 1 か月 300 円

⑧ 行 事 に か か わ る 費 用 かかった費用の額

⑨ 外 出 支 援 等 に 係 る 送 迎 費 用 5 キロ毎 150 円

⑩ 出 張 売 店 購入した費用の額

⑪ コ ピ ー 代 （ 白 黒 ） 1 枚 10 円

   〃 （ カ ラ ー ） 1 枚 50 円

⑫ 複 写 物 交 付 代 1 枚 10 円


